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Abstract

The ideas of the general theories that were frequently discussed for a political science in the United States of 

America before 1960s seem to me to continue to be useful to analyze public affairs still now. I am going to clarify 

the usefulness of a general theory of the political system initiated by D. Easton and a general theory of the political 

development in an aspect of comparative politics introduced by G. Almond. The focus of my approach is how to 

shift their ideas from a political science to a public policy study in this article. I make a policy culture model focused 

on a function of a policy culture in a public policy system, a policy development model focused on a structure of a 

policy development in a public policy system, and a policy publicity model focused on a public method of an input-

output object in a public policy system. My general theory presented in the article consists of these three models. 

The usefulness of my general theory to understand a public policy is examined in the case of a resident’s evacuation 

policy in a nuclear plant accident.

はじめに

政策過程における政治行政を理解するために、三種類

の側面から捉える試みは役立つかもしれない。第一は、

政治行政と人々の関係を注視する捉え方である。第二は、

立法と行政の関係を注視する捉え方である。第三は、中

央政府と地方政府の関係を注視する捉え方である。私は、

これら 3 側面のそれぞれでの「政策」文化の視点からの

一般理論に依拠する研究アプローチが、公共政策を知る

うえである種の有用性を持っていると考えている。巨視

的な一般理論は、中範囲理論や個別事象の分析理論など

と比べて研究での有用性に疑問を持たれる場合も多い

が、今日でも一般理論は考慮に値する。（1）ここで「政策」

文化論の参考にする「政治」文化論の一般理論として念

頭においているのは、イーストンの政治体系の入出力モ

デルによる政治システム論を基盤に、政治システムの生

産性から政治発展の構造を示そうとするアーモンドの政

治的財の類型論である。（2）アーモンドは、それを政策の

価値評価を含むシステム、過程、および政治的財への政

策的アプローチとしている。政治に加えて行政の政策実

施が重視される今日において、アーモンドの政策的視点

をさらに進めて、政治文化論から政策文化論へと移行さ

せて、具体的な政策実施を検討するのに役立つ政策文化

を含む公共政策システムの構築を、本稿の研究成果とし

て示そうと思う。

ここでの公共政策システムは、政治行政と人々の関係

における入出力とフィードバックで構成されている。そ

の政策決定・執行の公共政策プロセスと人々による政策

検討のフィードバックのそれぞれに、政策の決定機構と

執行機構の「作動」様式としての政策文化と、政治と行
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政への人々の「行動」様式としての政策文化が見られる。

それは双方向の入出力への変換に政策文化が機能するこ

とを特徴とする公共政策システムである。この政策文化

モデルに、政策発展モデル、政策開放モデルを加えた三

種類のモデルから成る公共政策の一般理論を提起して、

私の公共政策システム論を示そうと思う。政策発展モデ

ルでは、政策価値という新たな概念を政策発展の判断基

準として導入するところに特徴がある。また、政策開放

モデルでは、公共政策システムが閉ざされた入出力の循

環ではなく、開放度の高い入出力の公共性がより良いシ

ステム循環を担保するとの見方を特徴としている。ここ

で提起するそのような公共政策の一般理論は、公共政策

の展開において、政策価値を増進できる政策文化が政策

発展につながる公共的な政策システムをより良いものと

考える理念に基づいている。一般理論が理念に基づいて

構築されると私が考える理由は、イーストンの政治シス

テムの一般理論が、政治体系が機能するには人々からの

フィードバックが必要との理念に基づいており、アーモ

ンドの政治的財の類型論の一般理論は、政治システムへ

の政治的財の生産性が政治発展につながるとの理念に基

づいていると思うからである。一般理論は、あらゆる領

域で適用できるものもあればある特定の領域で適用でき

るものもある。（3）私が三種類のモデルによって提起する

公共政策の一般理論は、公共政策システムがどのように

機能すれば政策の発展に向かえるかに適用できるもので

あり、発展への条件に注目して公共政策を知ることに役

立つ。

そのような理念に基づく公共政策の一般理論の第一の

政策文化モデル（Policy culture model）は、公共政策

システムにおける政策文化の機能を捉える。このモデ

ルは、政策文化が公共政策システムの機能においてど

のような役割を果たすかを知るのに適用できる一般理

論である。第二の政策発展モデル（Policy development 

model）は、公共政策システムにおける政策発展の構造

を示している。このモデルは、公共政策の発展を支える

構造から発展の条件を知るのに適用できる一般理論であ

る。第三の政策開放モデル（Policy publicity model）は、

公共政策システムの入出力の公共性を考えるものであ

る。このモデルは、公共政策システムがいかに公共的に

機能しているかを知るのに適用できる一般理論である。

これら三種類のモデルから成る公共政策の一般理論を用

いて、具体的な政策について公共政策システムがどのよ

うであるかを知ることができる。そこからその政策の発

展に向けての政策展開とその基盤となる政策文化の醸成

が必要との知見を得ることができる。

そこでまずは、政策文化と政策の価値と政策の公共性

に注目する公共政策システムに関する政策文化モデル、

政策発展モデル、政策開放モデルの三種類のモデルにつ

いて解説する。次に、そこで示される一般理論が具体的

な政策を知るのに有用であることを、最近の原発災害住

民避難政策の検討によって示唆してみる。

1．「作動」様式と「行動」様式から見る政策
文化モデルの一般理論

政策文化モデルは、図 1 が示すように政策文化の可逆

的な入出力変換の公共政策の機能を構想するところに特

徴がある。公共政策システムの政策形成プロセスでの入

出力と公共政策システムのフィードバックでの入出力の

組み合わせで、入出力システムの相互に異なる方向への

変換機能を示す。公共政策システムのプロセスは、人々

の政策関与の入力を行政の政策実施の出力に変換する機

能を果たす。同時に、公共政策システムのフィードバッ

クは、政策実施がもたらす政策価値を入力として、人々

の政策関与へとさらにつながる政策評価の出力へと変換

する機能を果たす。この機能モデルでは、入力を出力へ

変換するブラックボックスとしての政策文化に注目し、

政策を形成する政策過程のプロセスには政策形成の決定

機構と執行機構の「作動」様式が示す政策文化があり、

他方、人々が政策を検討するフィードバックの政策過程

には、政治と行政への人々の「行動」様式が示す政策文

化がある。それらの政策文化のあり様がシステムの機能

を特徴づける。要するに、「政策文化が公共政策システ

ムの入出力の可逆的な変換機能を特徴づける役割を担

う」とする一般理論が、私が提起する公共政策システム

の機能モデルである。加えて、このモデルでは、中央政

府の政治の立法と行政の内閣との関係、政策実施におけ

る中央政府と地方政府との関係、政治行政と人々の関係

での入出力の内容の詳細な検討をも視野に置いている。

その詳細については後の政策開放モデルで説明する。
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ここでいう政策文化とは、政策による価値の権威的配

分決定の政治と、価値の権威的配分執行の行政に見られ

る組織の作動の仕方のパターンおよび人々の行動の仕方

のパターンを言う。（4）文化をパターンとして捉えるアプ

ローチは、政治文化論においてよく見られる。（5）それは

政治文化を捉える唯一の方法ではないが、経験主義的な

分析の政治科学にとっては役立つアプローチである。「政

策」文化論は、「政治」文化論の政治への視点を、さらに、

公共政策の政治行政過程における政策形成、政策実施、

政策評価に関わる行政へと広げる比較政治学の一部を構

成するものと言える。（6）また、経験主義的なアプローチ

を採用する政策文化論は、社会科学としての政策科学の

一翼を担う研究でもある。（7）そのような政策文化論の研

究の理論的基盤は、行動科学政治学を中心として政治学

の革新を目指した 1960 年代までのアメリカ政治学が出

発点となっている。（8）それ以降の行動科学政治の脱行動

論への展開を踏まえた今日での研究が目指したものを、

再構築する政策研究として政策文化論を位置づけること

ができる。（9）政治にも増して行政の役割の社会的な影響

が大きい今日の日本では特に、政治文化論の政治への視

点が公共政策の行政への視点へと展開される研究が期待

され、そこに政策文化論が新たな研究領域として注目さ

れる可能性がある。したがって、政策文化論の基盤とな

る先行研究は、まずは政治文化論に見ることができる。

具体的には、アーモンドとヴァーバの市民文化の政治的

フィードバックから行政的フィードバックへの展開であ

り、それは、イーストンの政治システムのフィードバッ

クの行政への展開でもある。（10）

この政策文化モデルで注目すべきは、可逆的な入出力

の変換システムにおいて、入力および出力のそれぞれに

二種類のものを想定していることである。公共政策シス

テムのプロセスからの出力である政策実施は、政策価値

へと形を変えて公共政策システムのフィードバックへの

入力となる。今日では、解決しきれない問題が常に継続

してその対応の政策も形を変えながら継続するのが常態

であり、一度の政策実施によって問題が解決されるとは

限らない。また、利害関係者にとっての問題解決だけで

はなく、利害関係のないその他大勢の人々にとっても問

題解決のための政策が意味を持つ必要もあるだろう。つ

まり、政策実施を狭く関係者にとっての問題解決に限る

だけでは、政治と行政への人々のフィードバックへの入

力としては不十分だろうし、政治と行政への人々の行動

様式による政策評価への変換の機能も十分ではなかろ

う。政策実施そのものが持つ政策価値が示されてこそ、

その他大勢の人々もが考慮できる政策評価へと変換する

入力となる。そこで行われる人々による政策評価は、政

策実施による問題解決への具体的な効果に加えて抽象的

な政策の実施そのものが内包する価値についてのものと

なる。そうであってこそ、解決しきれない問題への政策

についての利害関係者以外のその他大勢の人々による政

策評価も可能となる。このような政策価値をこのモデル

で導入する意義は、多くの人々にとって判断の基盤を欠

く絵空事のシステム循環ではなく、現状に沿った実際の

循環を捉えられることである。フィードバックの出力と

しての多くの人々によるそのような政策評価は、そこか

ら政策推進をさらに進めようとする人々による政策関与

へとつながって、公共政策システムのプロセスへの入力

となって、政策実施の出力へと循環する。つまり、公共

政策システムにおける政策文化の機能についてのこの政

策文化モデルは、政策実施がより抽象的な政策価値へと

図１　政策文化モデル（公共政策システムにおける政策文化の機能モデル）
（出所）筆者作成。

 

政策価値 

【公共政策システムのプロセス】 
中央と地方の決定機構と執行機構の作動様式

 

政策実施 政策関与 

政策評価 
【公共政策システムのフィードバック】

中央と地方の政治と行政への人々の行動様式 

政策文化

公共政策システム

公共政策を知るための一般理論 （村山）
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つながり、多くの人が関われる政策評価がより具体的な

政策関与へとつながる一般理論であることで、公共政策

を知るためのこれまでのイーストンの入出力モデル以上

に有用な一般理論になっていると思う。

2．政策実施がもたらす政策価値に注目する政
策発展モデルの一般理論

ここで提起するもう一つの一般理論は、図 2 の政策発

展モデルである。このモデルは、政策価値の成果財の生

産性が公共政策の発展をもたらすとの公共政策システム

の構造を構想するところに特徴がある。この公共政策シ

ステムにおける政策発展の構造モデルと、先の図 1 の公

共政策システムの機能モデルが、私の公共政策システム

論の政治行政過程についての一般理論の両輪となってい

る。政策発展モデルは、要するに、「公共政策システム

における政策価値の生産性が公共政策の発展の指針とな

る」とする一般理論である。加えて、このモデルでは、

公共政策システムの成果財をも含む公共システムの生産

性の種別を示すとともに、そこで示される政策文化の特

徴がそれらの生産性の基盤となり、公共政策の発展を支

える階層的な構造となっている。システム論はともすれ

ば現状維持の保守的な見方になりがちとの批判に対し

て、政治システム論を基礎にしつつ政治発展を示そうと

したアーモンドの意図を、私のモデルは受け継いで、公

共政策システムと政策文化の一般理論として展開しよう

とする。（11）アーモンドの政治システムのアウトカムの

政策的財の考え方を公共政策システム論へと展開するこ

とで、政治行政過程での政策文化論を新たに基礎づける

ことができる。何を政策的財とするかは様々だろう。私

は、アーモンドの政策的財を参考にしつつ、政策実施の

アウトカムである政策価値として、人々の幸福、人間の

尊厳、個人の自由の増進をあげることにした。（12）人々

からのフィードバックを視野に置くイーストンの政治シ

ステム論を下敷きにする私の公共政策システムも、政治

行政と人々の関係をモデル化するものである。したがっ

て、公共政策システムの機能と連動する政策発展モデル

の構造では、人に関連する政策価値を想定した政策発展

の構造を考える必要がある。それが、「人々」にとって、

「人間」にとって、「個人」にとっての価値に注目する政

策実施の成果財である。これらの成果財は、政策実施に

よる具体的な問題の解決の適用度のような適用財ではな

く、より抽象的な政策そのものが内包する成果である政

策価値と捉えて、ここでは、幸福、尊厳、自由を成果財

とした。そのような問題解決の政策実施に加えて、抽象

的な政策価値の生産性に注目する理由は、政策実施から

政策評価および政策関与へとフィードバックする過程を

議論する後の政策開放モデルのところでも触れる。

イーストンは、「構造は、あれやこれやの実在をさす

ものでもなければ、実在の活動そのものをさすものでも

なく、それらの間の関係、それらがパターン化されてい

る仕方のことをさしている」と捉えて、政治システム（政

治体系）をその構造から見ている。（13）さらに、「もし構

造が政治体系の作動になんの影響力ももたないのであれ

ば、構造にかかずらわっていても大した意味はない」。（14）

と言う。私の政策発展の構造モデルは、同様の意味で、

公共政策システムの機能モデルの作動に影響する関係に

ある。つまり、公共政策システムの機能モデルと公共政

策発展の構造モデルを両輪とするここで提起する一般理

論は、構造から明らかになる公共政策発展への諸条件が

公共政策システムに影響するとする。そのような政策発

展に向けての入出力システムの変換と循環の機能が、そ

こでの財の生産性を高める発展に向かえているかの良し

悪しの判断に、この一般理論は適用できる。また、イー

ストンは、「構造は個人や集合体の行動を制約する諸関

係のパターンとしてまず理解される」が、構造はたんに

活動を制約するだけではなく、「構造がわれわれの行動

を可能にし、促進する機能をも持っていることを意味

している」とする。（15）政策発展の構造モデルも同様に、

政策を作成し遂行する上で政策発展へと向かう個人や集

合体の行動をこの構造の枠組みにはめ込む制約を持つと

同時に、構造に沿って公共政策システムの機能を促進す

る可能性をも示す。そのようなここで提起する階層的な

構造の一般理論で重要なのは、政策文化と政策価値であ

る。再度言うなら、政治行政機構の作動様式のパターン

が示す政策文化の特徴が、公共政策システムの財のなか

でも成果財である政策価値のアウトカムの生産性を高め

られるものであれば、公共政策システムのプロセスから

のアウトプットが政策価値の増進へとつながる。その政

策価値を政策評価に変換するような、公共政策システム

のフィードバックでの人々の行動様式が示す政策文化が

あれば、政策評価がさらに人々の政策関与に結びついて

公共政策システムのプロセスへの入力へと、システムの

より良い循環機能をもたらす。
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公共政策システムの生産性は、政策実施の適応財、政

策評価の応答財、政策関与の民主財についてもありうる

が、それらについては次の政策開放モデルでの公共性に

関連して述べることにして、ここで注目するのは人々に

関わる政策価値の成果財である。そのような成果財は、

政策過程での政策文化に影響され、その政策文化の基盤

として、この階層的な政策発展モデルでは、人々と政治

行政との関係のバランス、立法と行政の関係のバラン

ス、中央と地方の関係のバランスがある。これらのバラ

ンスは、公共政策の形成、実施、評価の過程を特徴づけ

る。例えば、人々の幸福、人間の尊厳、個人の自由の政

策価値の増進がアウトカムとなるような政策文化の醸成

にとっては、立法と行政の関係および中央と地方関係に

おける過度にバランスを欠く公共政策過程は、人々と政

治行政の関係でのバランスをも阻害する要因となり、政

策発展につながらない可能性がある。政治行政機構の作

動様式の公共政策システムへの影響については、パット

ナムのソーシャル・キャピタルの行政パフォーマンスへ

の影響、およびイングルハートの脱物質主義に基づく政

治参加の行政関与への影響を考えるなら、政治的視点を

行政的視点へと拡大する先行研究からの政策文化論の展

開として捉えられる。（16）より人々に近い地方政府より

も中央政府を偏重する作動様式が、政策過程で両者の役

割のバランスを超えて定着するなら、その公共政策シス

テムの機能は、人々の幸福、人間の尊厳、個人の自由の

政策価値の生産性についてその他大勢の人を視野に置く

よりも、利害関係者にとっての問題解決への指向が強ま

るかもしれない。人々による選挙のような民主的基盤に

立つ政治の立法より、そのような基盤のない官僚的な行

政が偏重される作動様式が政策過程に定着すると、その

公共政策システムの機能も同様に、政策価値の生産性よ

りも問題解決指向を強めるだろう。それらに加えて、人々

と政治行政の関係において、人々からのフィードバック

をあまり意に介しない政治行政プロセスを偏重する作動

様式が政策過程に定着するなら、その公共政策システム

の機能も同様に、人々への関わりの広がりが大きな政策

価値の生産性よりも問題解決指向へと向かうだろう。公

共政策において問題解決指向が悪いと言っているのでは

図２　政策発展モデル（公共政策システムにおける政策発展の構造モデル）
（出所）筆者作成。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公共政策の発展 
政策のアウトカムである政策価値の増進 
（人々の幸福、人間の尊厳、個人の自由） 

公共政策システムの生産性 
 政策実施の適応財の生産性 
 政策価値の成果財の生産性 
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 政策関与の民主財の生産性 

政策過程での政策文化の特徴 
 作動様式と行動様式のパターン 
（均衡型 / 偏重型バランス） 

公共政策の形成・実施・評価過程の特徴

人々と政治行政の関係のバランス 
立法と行政の関係のバランス 
中央と地方の関係のバランス
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ない。問題解決は公共政策の基本的な目的である。しか

し、政策実施での政治行政機構の作動様式が問題解決指

向を強めすぎると、公共政策が人々にとって本来持つべ

き価値が軽視される可能性を指摘している。例えば、問

題の迅速な解決を指向する中央行政府偏重の作動様式が

強まりすぎる政策にあっては、人々の幸福、人間の尊厳、

個人の自由の実現へと向かう政策発展を阻害することに

もなりかねない。公共政策の実施においては、問題解決

の実施目的が政策価値の実施目標に従属する場面もある

との認識が必要と考えている。

3．公共政策システムの入出力の公共性を考え
る政策開放モデルの一般理論

政策開放モデルは、公共政策システムの機能に関わる

政策文化モデルと公共政策システムの構造に関わる政策

発展モデルを踏まえた、政策文化を含む公共政策システ

ムの入出力循環モデルである。このモデルは、公共政策

システムの出入力における公共性がシステムの循環を担

保するとの構想に特徴がある。公共政策システムの公共

性がシステム循環を担保するとは、イーストンのフィー

ドバックがブラックボックスの入出力変換を担保するこ

とを参考にし、公共政策システムでは、開放された公共

的な入力と出力がプロセスとフィードバックの機能を高

めると考える。そこでは公共政策システムの「公共」に

注目し、図 3 の政策開放モデルが示すように、公共政策

システムの入出力である政策実施、政策価値、政策評価、

政策関与での開放度を公共性として捉えようとする。一

般には、公共政策の公共は、社会基盤資源や社会関係資

源の社会資本の整備と供給と見て、人々の生活基盤とな

るインフラストラクチャーや住みよい社会環境の整備と

されることが多い。ここでは、そのような物自体ではな

く、公共の質を問う。インフラストラクチャーも社会環

境も一部の人のためだけなら公共とは言えないだろう。

どれだけ広く人々に関わるかは、公共にとっての重要な

要素であり、そのような公共の質が公共性である。一方、

公共政策は、それがどれだけ公共的な質を備えていても、

一部の人たちの利害に直結する側面がある。そこに、公

共とその他大勢の人々との重要で微妙な関係を見ること

ができる。公共という言葉がはっきりと示されているも

のに、例えば、日本国憲法第二十一条の基本的人権の公

共の福祉による制限がある。絶対的な表現の自由も、公

共の福祉からの制限を受けるということである。その法

解釈には色々あろうが、他の人の自由との関係では制限

されるとの見方である。そこでの公共は、他の人を視野

に入れたものとなっている。それから考えると、公共政

策の公共について、その他大勢の他の人を視野に入れる

のは、それほど突飛なことではなかろう。

この図 3 の政策開放モデルの一般理論は、私が重視す

る政策文化と政策価値を含んでいる。公共政策は、一般

に、「個人や企業では解決できない問題に対する政府の

とる問題解決の技法」と定義される。この定義は、「政策」

に力点をおいた定義である。公共政策は、そのような問

題解決技法に力点を置いた見方で足るのだろうか。これ

に対して、政策が公共的であるからこそ、独自の問題解

決技法も見られると、公共政策の「公共」に力点を置く

見方も必要ではなかろうか。つまり、「個人や企業での

問題解決技法とは異なる技法が政府に求められたりする

公共の政策」との定義もありうる。（17）政策開放モデルは、

そのような公共政策の「公共」に注目し、その他大勢の

人々に開かれた開放度を公共性として、公共政策システ

ムの入出力での公共性に注目する。本研究では、そのよ

うな公共政策の定義をさらに進めて、「公共政策とは、

人が尊厳を持って、自由で、幸福に、共に生きられる社

会を目指して、社会の問題を解決するために、政府がと

る技法である」と私独自の定義をする。問題解決は公共

政策の目的であるが、それにとどまることなく、公共政

策は政策価値の増進の目標に向かってこそ政策の発展に

つながる。その実現にとって重要なのが、政策発展に資

する政策文化の醸成であり、開放的な公共政策システム

の構築である。ここで提起する政策開放モデルは、その

ような公共政策の公共性を捉えられる一般理論である。

公共領域を担う中心は、政治と行政である。政治が担

う公共と、行政が担う公共とは区別できる。政治が価値

の権威的な配分であるとする前提には、世の中は、希少

価値つまり資源の偏在的な配分の秩序形成が必要との見

方がある。そこで、政治が担う公共とは、偏在的な価値

資源を権威的に「配分決定」することで、その他大勢と

の微妙な公民関係の秩序を形成することだと考えればよ

い。一方、行政が担う公共とは、偏在的な価値資源を合

理的に「配分執行」することで、その他大勢との微妙な

公民関係の秩序を形成することだと捉えられる。政治が

担う公共での権威的な配分決定は、今日では、その権威

が民主性で支えられており、行政が担う公共も、政治を
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通じての民主性として議論される傾向にある。これに対

して、行政が担う公共での合理性は、行政の政治化の問

題を視野に置きつつ、民主性とは異なるもので支えられ

るとも考えられる。そこで、「民」が「主」の公民関係

ではなく、いかに「公」を「共」にできる公民関係であ

るかに基づく公的領域の秩序を捉えようとする。そのよ

うな「公」を「共」にできる公民関係の秩序の基盤とな

る公共性は、一言でいえば開放性である。政策が利害関

係者にとって問題解決になっているかは、直接の利害の

見えにくいその他大勢の人々には、効率性と有効性の政

策点検が広く知らされてこそ政策を評価できる基盤とな

る。その政策実施の適応性の開放度が公共性を左右する。

さらに加えて、政策価値の開放性が増すような政策成果

がもたらす社会的な価値についての説明が加われば、そ

の他大勢の人々が政策評価に向かえる基盤がさらに整う

だろう。そのような人々による政策評価が人々の政策関

与につながるなら、公共的なシステムとしてより良い循

環機能を果たしうる。

民主的な政策形成での民主政治が、公共政策の「公

共」を担保するとの見方もあるだろうが、そのような民

主的な政策形成の実体は、利害関係者の参加であり、民

主的な市民の公的領域への関与の理想は、現実には政治

的動員の幻想に過ぎない危険もはらんでいる。この政策

開放モデルは公共性に注目して、具体的な政策への利害

関係者や利害関係を持たないその他大勢の人々が、どの

ように関わるかが公共政策の公共性を左右するような公

共政策システムを構想している。（18）そこでの人々への

開放は参加の擬制の関与ではない。政策執行への人々の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公共政策システム（中央政府と地方政府を包括） 

政策文化（中央政府と地方政府の異同） 
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【公共政策システムのフィードバックにおける政策文化】 
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図３　政策開放モデル（公共政策システムの入出力の公共性モデル）
（出所）筆者作成。
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評価のフィードバックでの政策価値の生産性へと向かう

行政の応答性から、さらに政策形成への人々の関与での

民主性のフィードバックによって、公共政策システムで

の人々の側の出力と入力はその実質を備えるだろう。そ

のような政治行政と人々の関係のバランスは、政策形成

の立法と政策執行の行政との関係のバランスおよび中央

政府と地方政府の関係におけるバランスとともに公共政

策の過程の特徴を示す。この政策開放のモデルは、それ

らの政策過程における政治行政を理解するための三側面

をも視野に置くものとなっている。

この公共政策システムの特徴はすでに述べたように入

出力の公共性である。その詳細は、政策実施の公開性は

実施の適応性の開放度にあり、問題解決への適応財の生

産性に関わる公的な政策点検力がどれだけ開放的である

かに表れる。政策価値の公共性は成果の価値の開放度で

あり、政策がもたらす成果財の生産性に関わる公的な政

策説明力がどれだけ開放的であるかに表れる。政策評価

の公共性は応答性の評価の開放度にあり、政治行政機構

の応答財の生産性に関わる人々の政策判断力がどれだけ

開放的であるかに表れる。政策関与の公共性は関与の民

主性の開放度にあり、政治行政への関与の民主財の生産

性に関わる人々の政策推進力がどれだけ開放的であるか

に表れる。公的な側の出入力と言える政策点検力と政策

説明力が広く開放的になされて、それに基づき人々の側

の出入力である人々の政策判断力と人々の政策推進力が

開放的なら、公共政策システムのプロセスでの変換機能

とフィードバックにおける変換機能のより良い循環が担

保されるだろう。改めて確認しておくが、私の言う開放

とは利害関係のないその他大勢の人々への広がりであ

る。政策実施の点検の広がり、政策価値の説明の広がり、

政策評価の判断の広がり、政策関与の推進の広がりのそ

の他大勢の人々への開放度が具体的な指標である。

それらの開放度を備えた公共性の基盤に立つことで、

持続可能な公共システムとしての規則性と予測可能性が

もたらされる。それが公共政策の決定機構と執行機構の

作動様式、例えば、自律 / 他律指向、目的 / 方法指向

と、政治と行政への人々の行動様式、例えば信頼 / 不信

志向、満足 / 不満志向のパターンの政策文化の醸成につ

ながり、それぞれに特徴のある公共政策システムの循

環を定着させる。（19）人々の側での出力から入力につい

て、この政策開放モデルは、人々の感情よりも認知を基

盤とする民主主義を想定している。（20）政策評価から政

策関与へとつながり公共政策システムのプロセスの入力

となる循環は、人々による参加よりも人々による評価を

重視する私の評価民主政論に基づく政策開放のモデルで

ある。（21）公的な領域の側での出力から入力については、

この政策開放モデルは、公共政策プロセスから出力され

る行政による価値自由の政策実施が、価値を考慮する政

策となって公共政策システムのフィードバックの入力と

なることを想定している。公領域での政策点検から政策

説明への展開が、政策成果財として政策価値の生産を伴

うものへと変化すると見る私のモデルは、政策評価の対

象に政策価値の生産性を含むことで政策発展の公共政策

システムの可能性を構想する。そのような政策価値の生

産が広くその他大勢の人々に説明される開放度があって

こそ、公共政策システムのフィードバックを通じて人々

の政策評価が公共的なものとなる循環をもたらす。実施

された政策を人々が評価するには、政策自体の価値を知

る必要があるだろう。ここでは政策点検と政策評価の概

念を明確に分けている。行政の政策評価として一般に言

われる政策点検は、行政の側での点検であればよく、そ

の点検の公開が人々による公共的な政策関与へと循環す

るとの見方は短略すぎる。利害関係者だけではなくその

他大勢にまで開放的な人々の側での循環には、政策実施

が問題の解決にとどまらない成果財である政策価値の生

産性を、人々が評価できる材料の提供が公領域の側に必

要である。私の政策開放モデルが示す一般理論の重点は、

まさにこの政策価値の構想であり、それを組み込んだ公

共政策システムの入出力の循環機能によって、政策発展

がもたらされるとするところに特徴がある。

4．公共政策の一般理論から検討する原発災害
住民避難政策

ここでは、公共政策の一般理論を示す三種類のモデル

の政策文化モデル、政策発展モデル、政策開放モデルを

用いることが、具体的な公共政策を知るうえで役立つ可

能性を例示しようと思う。検討する事案は原発災害住民

避難政策である。原発災害住民避難政策を取りあげたの

は、政策過程における政治行政を理解するための三側

面、政治行政と人々の関係、立法と行政の関係、中央政

府と地方政府の関係において、そこでのバランスとそれ

に関わる政治行政の作動様式である政策文化の特徴に注

目でき、今後の検討が必要な最近の政策であるからであ
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る。日本の災害対応は災害対策基本法を基礎としてなさ

れている。災害対策基本法がそれまで分散していた諸法

規の基幹として成立したのは、広範囲で大きな被害をも

たらした 1959 年の伊勢湾台風後の 1961 年である。今日

までの日本の災害対応は、風水害、地震・津波、火山、

雪害などの自然災害がもたらす問題への対策に向けての

災害対策基本法の改正および法規の制定によって、問題

が明らかになるとそれに対応して準備を整えようとする

適応型改良主義ともいえる特徴をもって展開されてき

た。（22）そのようななかで原子力発電所の災害について

は、1999 年の茨城県東海村ウラン加工施設での臨界事

故を受けて、2000 年に原子力災害対策特別措置法の制

定に伴い防災基本計画の原子力災害対策編の一部修正が

なされた。防災基本計画は、国の防災会議により作成・

修正される日本の防災計画の基本となるものである。そ

の後、2007 年の新潟県中越沖地震の翌年には原子力災

害対策の強化への防災基本計画の一部修正などを経て、

2011 年の東日本大震災によって原子力対策編の修正が

矢継ぎ早になされた。2012 年に原子力規制委員会設置

法等の制定を踏まえて原子力災害対策の強化が図られ、

2013 年と 2014 年には原子力規制委員会での検討を踏ま

えて原子力災害対策の強化がさらに図られた。2016 年

には地域原子力防災会議の設置および地域防災計画・避

難計画の具体化・充実化に係る国の支援など、原子力防

災体制の充実・強化への防災基本計画の原子力災害対策

編の修正がなされた。同時に内閣官房は 3 年以内の見直

し検討チームによる「原子力防災体制の充実・強化につ

いて（第二次報告）」を出した。

このように日本の原子力災害対応策は行政府主導の適

応型改良主義で、法規の修正をも伴いながら強力に推進

されてきた。そのようななかで、2016 年に地方政府が

原発災害の住民避難政策を進める方向への道筋がつき、

原発住民避難政策は緒についたばかりである。災害対応

の第一義的責務は災害対策基本法第五条により基礎自治

体にあることが明記されており、従来から洪水などの住

民避難は自治体が実際に担当し、中間自治体がその支援

を行い、国が大綱やガイドラインを示す体制になってい

た。洪水災害などが示すように、基礎自治体が主体となっ

て災害対応にあたる日本の中央地方関係の役割分担のバ

ランスに立脚する中央の行政機構と地方の行政機構の作

動様式が定着してきたなかで、原発災害では中央政府の

主導的役割での政策展開が同じく地方に第一義的責務が

ある法体系の原則の下でなされている。そこには原発

災害での地方の作動様式に混乱を招く可能性がある。（23）

今日の原発災害住民避難政策でも作動様式の錯綜が見ら

れ、住民避難の対象地域の指定など中央政府のガイドラ

インなどによる指示を地方政府が求めるなかで、住民に

身近な行政としての地方政府が中央政府への依存に傾き

自律性をなくすような作動様式が目立っている。原発災

害住民避難政策は始まったばかりでこれからの展開に

よって、地方が自主的な責務を果たす可能性もあるだろ

う。しかし、国の内閣を中心とする地方に対する強力な

政策展開は、戦争やテロなどでの国民保護法での中央主

導と重なる部分も感じられ、地域での災害対応としての

色彩が薄れる可能性もある。それが良いかどうかは検討

すべき問題だろう。そこで、原発災害住民避難政策の状

況把握を一般理論から試みたのが表 1 である。

まずは、公共政策システムにおける政策発展の構造に

関わる政策発展モデルの一般理論と、公共政策システム

における政策文化の機能に関わる政策文化モデルの一般

理論から現状を整理している。これらの公共政策システ

ムの構造と機能の両輪の一般理論とともに、公共政策シ

ステムの公共性に関わる政策開放モデルの一般理論から

の整理をも加えている。それによって、今日の原発災害

住民避難政策がどのような政策過程の特徴の下での政策

文化の特徴を示しており、そこでの公共政策システムの

生産性がどのようであり、特に政策価値の成果財が政策

発展をもたらすような状況にあるかを検討できる。また、

そのような政策文化での政策発展が、その他大勢の人々

へも開放された入出力の公共性をもったより良い公共政

策システムの循環につながるには、さらに何が必要かを

明らかにできる。そこに、公共政策を知るための一般理

論のある種の有用性を見いだせる。ここでのある種の有

用性とは、公共政策の展開において、政策価値を増進で

きる政策文化が政策発展につながる公共的な政策システ

ムを、より良いものにするとの理念に基づいて構築した

公共政策の一般理論が指摘できる範囲の有用性という意

味である。つまり、原発災害住民避難政策において、公

共政策システムがどのように機能すれば、災害での住民

避難の政策発展に向かえるかの条件となる政策文化の醸

成を考えることができる。

公共政策の形成過程においては、立法と行政の関係の

バランスがその過程の特徴を示す。国の行政の最上位に

位置するのは内閣であり、内閣は政策実施の最終責任を

公共政策を知るための一般理論 （村山）
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負い、立法は法の制定を通じて政策形成の主要な責任を

負っている。日本のような議員内閣制度では、行政と立

法の協働での政策形成が図られ、政官関係はその制度か

ら立法が担う政治よりも内閣を中心とする行政が優位

な現状になりやすい。このような行政優位のバランス

は、原子力発電所がもたらす発災への緊急の対応につい

ては、行政主導の必要性が色濃く、それがひいては関連

法規の制定もしくは改正の過程に至るまでにおいて特に

行政優位の傾向となって表れる。本研究で例示する原発

災害住民避難政策も、行政による原子力災害住民避難指

針の行政主導の下で、避難対象地域の基準が示され、そ

れに基づき地方自治体が防災計画を作成することを求め

て、行政主導での政策形成および実施へと展開する。発

災時の対応に続く避難者への対応については、例えば東

表１　原発災害住民避難政策の一般理論からの状況把握

公共政策システムにおける政策発展の構造
（政策発展モデル）

公共政策システムにおける政策文化の機能
（政策文化モデル）

公共政策の形成・実施・評価過程の特徴

　人々と政治行政の関係のバランス

　立法と行政の関係のバランス

　中央と地方の関係のバランス

人々の政策評価なし

行政先行の政策形成

中央主導の政策実施

フィードバックの作動様式

政治プロセスの作動様式

行政プロセスの作動様式

機能の不全

追随的に機能

統一的に機能
政策過程での政策文化の特徴

　均衡型バランス / 偏重型バランス 中央政府の行政機構

　偏重型の作動様式

政策執行機構の中央政府の中心的役割

　が大きいシステム循環

機能の柔軟性欠如の

　危険
公共政策システムの生産性

　政策実施の適応財の生産性

　政策価値の成果財の生産性

　政策評価の応答財の生産性

　政策関与の民主財の生産性

実施の適応性を点検

政策成果の説明なし

人々の政策判断あり

人々の政策関与あり

点検結果公開による開放

政策価値説明の開放なし

政策価値基盤なしの開放

追随的な政策推進力のない開放

公共的に機能

公共性なし

公共性不完全

公共性不完全
公共政策の発展（政策価値の増進）

　人々の幸福

　人間の尊厳

　個人の自由

政策展開の目的

政策での配慮不明

政策での配慮不明

特定地域の人々に限定的

緊急時でも尊厳の尊重へ

個人の自由への配慮へ

機能改良の余地

機能の危険性

機能の危険性
公共政策システムの入出力の公共性（政策開放モデル）

・公領域の出入力側で期待されるより良いシステム循環の条件

　政策実施の点検結果の公開をさらに進めるとともに、それにとどまらないで、人々の幸福、人間の尊厳、個人の自由の政策価

値の増進を実施する政策がもたらしているとの説明を、政治行政が人々に向かって広く行うことで、公共政策システムの公領域

側での公共性が高まることが期待される。

・人々の出入力側で期待されるより良いシステム循環の条件

　人々が政治行政の応答性を政策実施のみではなく、政策価値の増進をも含めて政策評価でき、そのような応答性評価が人々に

開放されるなら、人々の政策判断力は高まる。それを受けて、政治行政への人々の関与が、利害関係者にとどまらず、政策価値

を判断するその他大勢の人々をも含む広がりを伴った政策推進力となる。そこでは、関与の民主性の開放度の高い公共政策シス

テムの人々の側での公共性が高まることが期待される。
一般理論から見た原発災害住民避難政策の現状と今後の方向

　原発災害住民避難政策は今後の発展の前段階であり、緊急対応であることを考慮しても政策価値の成果財の生産性への配慮に欠

け、システムの変換機能による循環が不完全な状況にある。そのため、政策実施がたとえ問題解決に資するとしても、政策的財の

アウトカムがマイナスの効果を伴う危険をはらんでいる。それを避けつつ原発災害住民避難政策の公共性を高めるには、立法と行

政の関係および中央と地方関係における過度に中央政府の行政主導の作動様式に陥ることを防ぎ、人々と政治行政の関係の公共政

策システムでは、人々の幸福、人間の尊厳、個人の自由の政策価値の増進がアウトカムとなるような政策文化の醸成が望まれる。
（出所）筆者作成。
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日本大震災での区域外への避難者への対処を原発避難者

特別法の立法で具体的な手続きなどをフォローするが、

その内容には行政の政策実施の目的が色濃く出ており、

多様な多くの意図が必ずしも立法に反映されているわけ

ではないだろう。現在、実施の途上にある原発災害住民

避難政策は、その緊急の必要性から、政策点検も避難訓

練の実施も今後さらに検討される前段階にあり、その政

策価値については思いも及ばない状況にある。政策価値

については、一般的にも議論されていないし、政策価値

より問題解決の緊急性に目を奪われがちなこの政策であ

るからこそ、具体例として将来への展望を考える素材に

なると考えた。ここで検討している原発災害緊急避難政

策は、東日本大震災での福島第一原発事故を契機として、

改めて検討されるようになった今後の原発災害での住民

避難についてであり、現在避難中の住民の帰還や生活再

建の政策についてではない。したがって、解決すべき問

題が今後に発生し、現在の問題の解決によって終了する

政策でもなく、将来に向かって常に継続する政策である。

だからこそ、緊急対応が必要な政策ではあるが、その政

策実施自体の政策価値についての公的な説明力を求める

公共性の確保が必要である。そうであってはじめて、人々

の政策判断力を伴った政治行政機構の応答性への評価も

可能となり、人々からのフィードバックでの政治行政と

人々の関係が実質的な意味を持ちうる。

公共政策システムの政策開放モデルが示唆するのは、

公共政策システムの入出力の公共性について表 1 に記載

のように、公領域の側と人々の側での出力と入力につい

ての開放である。公領域の出入力側で期待されるより良

いシステム循環の条件は、政策実施の点検結果の公開を

さらに進めるとともに、それにとどまらないで、人々の

幸福、人間の尊厳、個人の自由の政策価値の増進を実施

する政策であるとの説明を、政治行政が人々に向かって

広く行うことである。他方、人々の出入力側で期待され

るより良いシステム循環の条件は、人々が政治行政の応

答性を問題解決のための政策実施のみではなく、政策価

値の増進をも含めて政策評価でき、そのような応答性評

価が人々に開放されるなら、人々の政策判断力は高まる。

それを受けて、政治行政への人々の関与が、利害関係者

にとどまらず、政策価値を判断してその政策を「了解」

するその他大勢の人々をも含む広がりを背後に伴った政

策推進力となることである。（24）現在のところ原発災害

住民避難政策の実施において、そのような公共的な入出

力の開放は十分ではない。したがって、公共政策システ

ムの公共性が政策発展につながる様子にはない。表 1 で

記載のように、一般理論から見た原発災害住民避難政策

の現状と今後の方向からは、原発災害住民避難政策が緊

急対応であることを考慮しても、政策価値の成果財の生

産性への配慮に欠け、システムの変換機能による循環が

不完全な状況にある。そのため、政策実施がたとえ問題

解決に資するとしても、政策的財のアウトカムがマイナ

スの効果を伴う危険をはらんでいる。その回避には、立

法と行政の関係および中央と地方の関係において過度に

中央政府の行政主導の作動様式に陥ることを防ぎ、人々

と政治行政の関係での公共政策システムには、人々の幸

福、人間の尊厳、個人の自由の政策価値の増進がアウト

カムとなる政策文化の醸成と、それを担保するため公共

政策システムの入出力の政策実施、政策価値、政策評価、

政策関与での人々への広がりの公共性が望まれる。

おわりに

本研究では、イーストンとアーモンドが政治を知るた

めに研究したことを、公共政策についてしてみようと

思った。このような動機からの私の研究は、イーストン

の政治システム論を基礎に、アーモンドが政治発展への

比較政治学として展開しようとしたことを、公共政策シ

ステムと政策文化の視点からの一般理論として構築しよ

うとしている。具体的には、政治について、そのシステ

ムの機能と構造を捉えようとしたイーストンと、政治文

化と政治的生産性からそのシステムの発展を考えようと

したアーモンドに注目した。本稿のタイトルとサブタイ

トル「公共政策を知るための一般理論―政策文化と政策

価値と政策発展に注目する公共的な政策システム―」は、

そのような本研究の主題を示す。そこで私が提起する公

共政策システム論は、公共政策の展開において、政策価

値を増進できる政策文化が政策発展につながる公共的な

政策システムが目指されるべきとの理念に基づいてい

る。このように政策文化の視点からの一般理論に依拠す

る研究アプローチが、政策過程の理解にある種の有用性

を持ちうると考えて、公共政策の理解に資する一般理論

としての三種類のモデルを構築し提示した。加えて、そ

の一般理論の適用が、具体的な原発災害住民避難政策の

事例において有用となる可能性を示唆した。ここで、原

発災害住民避難政策を取りあげたのは、政策過程におけ

公共政策を知るための一般理論 （村山）
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る政治行政を理解するための三側面、政治行政と人々の

関係、立法と行政の関係、中央政府と地方政府の関係に

おいて、政治行政の作動様式である政策文化の特徴が表

れている最近の展開途上の政策であるからである。

公共政策の一般理論から見た原発災害住民避難政策の

現状は、緊急対応であることを考慮しても政策価値の成

果財の生産性への配慮に欠け、公共政策システムの循環

機能が十分なものとは言えない。政策実施による政策的

財のアウトカムつまり政策の成果は、それがたとえ問題

の解決に資するとしても、時にはマイナスの効果を伴う

危険をはらんでおり、政策価値の増進への政策発展が阻

害される可能性がある。それを避けつつ原発災害住民避

難政策の公共性を高めるための知識を一般理論から知る

ことができた。それは、立法と行政の関係および中央と

地方の関係における過度に中央政府の行政主導の作動様

式に陥ることを防ぎ、人々と政治行政の関係の公共政策

システムでの、人々の幸福、人間の尊厳、個人の自由の

政策価値の増進がアウトカムとなるような政策文化の醸

成が望まれることである。そのように、具体的な政策の

現状と今後の政策展開を知るうえで、私が構築した公共

政策の一般理論が有用である可能性を多少なりとも示し

えたことが本研究の成果である。今後さらにこの政策の

推移とともにこの公共政策の一般理論からの考察を続け

つつ、他の政策をも事例として検討し、一般理論を改良

しながらその有用性を高めていこうと思っている。

この研究での理論的な貢献を改めて示すと二つある。

一つは、新たな公共政策の定義を示したことであり、い

ま一つは、その定義に基づき政策発展の条件を明らかに

する一般理論を提起したことである。「公共政策とは、

公共政策の目標に向かって、公共政策の目的を果たすた

めに政府がとる公共的な技法である」と私独自の捉え方

をする。そこでは、「公共政策の目標は、人が尊厳を持

てる、自由で、幸福な、共に生きられる社会をつくるこ

とである」と、政策自体が持つ政策価値に注目する新た

な考え方をした。また、公共政策の役割については一般

的に言われているように、「公共政策の目的は、社会の

問題を解決すること」と捉えている。つまり、「公共政

策とは、人が尊厳を持って、自由で、幸福な、共に生き

られる社会を目指して、社会の問題を解決するために、

政府がとる技法である」と定義する。この定義の意義

は、公共政策の発展を視野に置けるところにある。問題

の解決の連続だけで公共政策が発展するのではなく、政

策実施が政策価値の生産性を高めることが政策の発展と

なる。そのような政策価値を、共に生きる社会における

「人」を注視して、「人々」の幸福、「人間」の尊厳、「個人」

の自由であるとした点もこの研究独自のものである。政

策価値については今後も議論がありうるだろうが、政策

価値の増進による政策発展の条件として、政策文化の醸

成と開放的な公共性システムが必要であることを強調し

た。政治行政プロセスの作動様式と政治行政への人々の

フィードバックでの行動様式に表れる政策発展の土壌と

なる政策文化の醸成、および利害関係者に限られずその

他大勢の人々への広がりのある開放的な公共政策システ

ムが政治発展に資するとの視点を、公共政策についての

政策文化モデル、政策発展モデル、政策開放モデルから

成る一般理論を用いて指摘した。

このような一般理論を敢えて提起する私の個人的な動

機は、問題解決への公共政策での「公」を「共」にする

公共の強調が、人々にとって、人間にとって、個人にとっ

て、必ずしも良くない方向に向かう可能性が今後ますま

す強まるように思えたからである。それに対しうる一般

理論として、ここでは公共政策を捉えるためのモデルを

構築して、新たな内容の「公共主義」の秩序とシステム

を示せる構想の第一歩にしようとした。そこで目指すべ

き「公共」について本研究で政策価値を強調するのは、

公共政策を問題解決の目的のための「からくり時計」に

終わらせることなく、政策発展の目標への「雲を描く」

ためには、「公」を「共」にできる公共政策を新たに模

索できる公共政策の一般理論が必要と考えたからであ

る。（25）本研究で示した公共政策を知るための一般理論は、

政策発展の目標に向かえる公共政策システムであるかを

検討できる一つの基準を示しているところに有用性と意

義がある。
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注
（ 1 ）巨視的な一般理論は、分析概念の曖昧さ、複雑さ、実証の

困難さ、変化の説明の欠如など問題点があるために、比較
政治学において個々のテーマに特化した中範囲理論の構築
を目指す方法論に立つ粕谷祐子『比較政治学』ミネルヴァ
書房、2014 年、10-11 頁がある。理論が発見された現象の
根本的な説明となるものとするならこの方法は有用だろう
が、政治あるいは政策の発展の比較分析の準拠を求めるな
ら一般理論がより役立つだろう。

（ 2 ）政治システム論については、D. イーストン著、岡村忠夫
訳『政治分析の基礎』みすず書房、1968 年、115 頁（David 
Easton, A Framework for Political Analysis, Prentice-Hall, 
1965）。アーモンドの政治的財については、G. アーモンド、
B. パーウェル著、本田弘、浦野起央訳『比較政治学』時潮
社、1986 年、563 頁、569-586 頁（Gabriel A. Almond and G. 
Bingham Powell, Jr., Comparative Politics, Little, Brown and 
Company, 1966 1978）。

（ 3 ）広く適用される一般理論としては、パーソンズの AGIL モ
デル理論（T. パーソンズ著 [1969 年]）、新明正道監訳『政
治と社会構造』誠信書房、1973 年）やケインズの経済理論

（J. ケインズ著 [1936 年]、間宮陽介訳『雇用、利子および貨
幣の一般理論』岩波書店、2008 年）がある。

（ 4 ）政治とは社会的価値の権威的配分とするイーストンの定義
（D. イーストン著 [1953 年]、山川雄巳訳『政治体系－政治
学の状態への探求』ぺりかん社、1976 年）に沿って、公的
領域を担う政治と行政をこのように区別することについて
は、村山皓『政策システムの公共性と政策文化－公民関係
における民主性のパラダイムから公共性のパラダイムへの
転換』有斐閣、2009 年、7 頁。

（ 5 ）政治文化を含めて、文化を集団の特性のパターンにか
ぎって使おうとする考えは、H. ラスウェル、A. カプラン
著（1950）、堀江湛ほか訳『権力と社会－政治研究の枠
組み－』芦書房、2013 年、75-76 頁（Harold D. Lasswell 
and Abraham Kaplan, Power and Society: A Framework for 

Political Inquiry, Yale University Press, 1950）。
（ 6 ）政治文化論の比較政治学の視点については、前掲、G. アー

モンド、B. パーウェル著『比較政治学』561 頁。
（7） ラ ス ウ ェ ル の 政 策 科 学 の 提 唱 に つ い て は、Harold D. 

Lasswell, “The Policy Orientation,” Daniel Lerner and H. D. 
Lasswell, ed., The Policy Sciences, Stanford University Press, 
1951。

（ 8 ）政治学の科学化と政治の動態分析の先駆者としてのメリ
アムによる政治現象の心理学的・文化論的アプローチに
つ い て は、Charles E. Merriam, “The Present State of 
the Study of Politics, ” American Political Science Review,15, 
1921。アメリカ合衆国での行動科学の概説として、Robert 
A. Dahl, “The Behavioral Approach in Political Science: 
Epitaph for A Monument to A Successful Protest,” 

American Political Science Review, 55, 1961, pp.763-772。
（ 9 ）イーストンがアメリカ政治学会の会長として、脱行動科

学への基本的捉え方を示したものとして、David Easton, 
“Political Science in The United States: Past and Present,” 
International Political Science Review, 6, 1985, pp.133-152。

（10）政治システムでの行動様式に注目する市民文化論を展開
するアーモンドとヴァーバについては G. アーモンド、 S. 
ヴァーバ著、石川一雄ほか訳『現代市民の政治文化』勁草
書 房、1974 年、10-15 頁（Gabriel A. Almond and Sidney 
Verba, The Civic Culture: Political Attitudes and Democracy in 

Five Nations, Princeton University Press, 1963）。そこでの
分析枠組みである政治システムの詳細については、前掲、D. 
イーストン著『政治分析の基礎』115 頁、130 頁を参照。

（11）アーモンドとパーウェルによる政治システムに関連づけて
の政治発展については、前掲、G. アーモンド、B. パーウェ
ル著『比較政治学』27 頁。これとは別に、同じく政治行動
論の視点を伴う政治発展の理論としては、政治参加の拡大
を政治競争の自由化と関連づけるダールや政治的制度化と
関連づけるハンティントンのものもある（R. ダール著、高
畠通敏ほか訳『ポリアーキー』三一書房、1981 年。S. ハンティ
ントン著、内山秀夫訳『変革期社会の政治秩序（上）（下）』
サイマル出版会、1972 年）。

（12）アーモンドとパーウェルの政治システムの生産性を示す政
治的財の類型としては、システム的財、過程的財、政策
的財がある。その詳細については、前掲、G. アーモンド、
B. パーウェル著『比較政治学』563 頁。本研究ではその中
の政策的財に注目して政策価値を考えている。アーモンド
の政策的財は福祉、安全、自由であるが、幸福、尊厳、自
由を「人」にとっての基本的な財とした。福祉や安全は問
題解決の公共政策の目的の財として具体的で理解しやすい
が、本研究では政策実施そのものが目標とする成果として
より抽象的な財を考えた。特に尊厳を加えたのは、H. ラス
ウエル著（1948）、永井陽之助訳『権力と人間』東京創元
社、1954 年、12 頁（H. D. Lasswell, Power and Personality, 
Norton & Company, 1948）が、デモクラシーの諸価値の究
極目的として人間の尊厳を置いており、同書 205 頁のデモ
クラシーの政策学が目指すべきわれわれの社会の自己観測
所の設置でのデモクラシーの人格形成でも、究極目的とし
て尊厳が重視されるであろうと考えたからである。さらに
人間の尊厳については、モンテスキューやピーコ、人々の
幸福についてはベンサムとアダム・スミス、個人の自由に
ついては、ミルとハイエクとダーレンドルフへの言及も検
討中である。

（13）D. イーストン著（1990）、山川雄巳監訳『政治構造の分析』
ミネルヴァ書房、1998 年、46 頁。

（14）前掲、イーストン著『政治構造の分析』90 頁。
（15）前掲、イーストン著『政治構造の分析』76 頁-79 頁。
（16）R. パットナム著、河田潤一訳、『哲学する民主主義』、NTT
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出 版、2001 年（Robert Putnam, Making Democracy Work, 
Princeton University Press,1993）。R. イングルハート著、
村山皓、富沢克、武重雅文訳『カルチャーシフトと政治変動』
東洋経済新報社、1993 年（Ronald Inglehart, Culture Shift 

in Advanced Industrial Society, Princeton University Press, 
1990）。最近の具体的な試みとして、松岡京美『行政の行動』
晃洋書房、2014 年、および私も研究分担者として加わった
松岡京美を代表者とする独立行政法人日本学術振興会の学
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目指している。

（17）前掲、村山皓『政策システムの公共性と政策文化－公民関
係における民主性のパラダイムから公共性のパラダイムへ
の転換』7-8 頁。
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作動様式については、前掲、松岡京美『行政の行動』での
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